
北海道ごみ処理広域化・集約化計画策定委託業務処理要領（案） 

 

１ 業務名称 

北海道ごみ処理広域化・集約化計画策定委託業務  

 

２ 契約期間 

契約締結日から令和９年３月３１日まで 

 

３．業務目的 

道では、「持続可能な適正処理の確保に向けたごみ処理の広域化及びごみ処理施設の集約化に

ついて（平成 31 年３月 29 日付け環境省環境再生・資源循環局廃棄物適正処理推進課長通知）」

を踏まえ、令和４年度から概ね 10年間を計画期間とした「北海道ごみ処理広域化・集約化計画

（令和４年７月、以下「現計画」という。）」を策定し、ごみ処理の広域化・集約化を推進してき

た。 

今般、環境省から「中長期における持続可能な適正処理の確保に向けたごみ処理の広域化及

びごみ処理施設の集約化について（令和６年３月 29日付け環境省環境再生・資源循環局廃棄物

適正処理推進課長通知、以下「令和６年国通知」という。）」が発出され、人口減少の進行やプ

ラスチック等の資源循環強化、気候変動対策の推進等の観点から、令和 32年（2050年）までの

中長期的な視点での安定的かつ効率的な廃棄物処理体制の確保が求められているところ。 

本業務は、令和６年国通知を踏まえ、現行計画の見直しを行うことを目的とする。 

 

４ 業務内容 

令和６年国通知や環境省「広域化・集約化に係る手引き（令和７年３月改訂）」等を踏まえ業

務を行うこと。具体的には以下の業務を行うものとする。 

 

（１）現時点での広域化状況の評価 

現在稼働中のごみ処理施設の状況（施設名、種別、処理能力等）等を把握の上、平成９

年度から現時点までのごみ処理施設数の推移やブロックごとの進捗状況等を評価すること。 

 

（２）人口及びごみ排出量等の将来予測 

    2050年度までの人口及びごみ排出量等を予測すること。 

なお、人口の予測に関しては、国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推

計人口」を参考にすること。 

また、ごみ排出量の予測に関しては、将来の人口予測と 1 人 1 日当たりのごみ排出量の

将来目標等から算出すること。 

 

 



（３）市町村等の意向確認 

    道が実施し提供する、市町村等へのアンケート結果（ごみ処理施設の更新計画、ブロッ

ク区割り（小区分含む）についての意向等））について、調査結果をとりまとめる。 

    また、必要に応じ、道が実施するヒアリング（現地での対面又は Web）に同席し、説明及

び議事録を作成する。（想定では３地域、延べ６日程度。超える場合の出席については別途

協議。） 

 

（４）ブロック区割りの設定見直しの検討 

上記（１）から（３）の結果をもとに、ブロック区割り（小区分含む）案を設定する。 

なお、ブロック毎に将来推計（人口・ごみ量等）、ごみ処理の種類別に現在及び 2050 年

度の施設数（変遷もわかるように記載すること）、並びにごみ処理施設の更新計画（廃棄物

処理体制）を記載すること。 

 

 （５）中間案の作成 

    （１）から（４）を踏まえ、現行計画の時点修正を行う。現行計画は、Word形式で委託

者から提供する。１０月末頃（予定）までに書面により報告を行うこと。 

 

（６）自治体等との意見交換会への参画 

   道が主催するごみ処理広域化・集約化協議会の代替となる意見交換会において次の業務

を行う。 

開催決定（日程、会場手配）、開催案内・参加者とりまとめは道が行う。 

原則 web開催とし、振興局毎に一部はまとめて実施し、１０回程度の予定。 

なお、必要に応じ、現地での対面開催により実施する。（想定では１地域。超える場合の 

出席については別途協議。） 

① 説明資料案を道と協議の上、作成する。 

② 会議において、修正した計画（中間案）等について説明する。 

③ 会議の議事録概要版を作成すること。 

 

（７）素案の作成 

意見交換会を踏まえ中間案を修正の上、素案を作成する。 

 

５ 業務の体制 

受託者は、業務処理責任者及び管理技術者を定め、別紙１「業務処理責任者（管理技術者）

等選定通知書」により、委託者に通知するものとする。 

また、業務処理責任者は、委託者と綿密な連携を図るとともに本業務全体の進行管理を行い、

万全な業務体制を取ること。 

 



６ 中間報告 

受託者は、１０月末頃（予定）までに書面により中間報告を行うこと。 

 

７ 業務の処理 

（１）受託者は、常に関係する法令、計画、要領・要綱、通知等を確認の上、当該法令等に応じた

業務を遂行すること。 

（２）受託者は、契約締結後、委託者と委託業務について十分な打合せを行った上で、速やかに

業務に着手すること。なお、業務の着手に当たってはスケジュール等を明らかにした「業務

処理計画書」を作成し、委託者の承認を受けること。 

（３）委託者は、本業務の履行に必要な資料・データ等を「８．提供資料」のとおり受託者に提供

する。受託者は、これらを基に机上調査を実施し、必要に応じて追加資料の提供について委

託者に協議し、依頼すること。 

（４）受託者は、本業務の履行に当たって、業務の進捗状況に応じて適宜委託者と十分な打合せ

を行うこととし、業務内容に疑義が生じた場合は、直ちに委託者に照会すること 

（５）受託者は、委託者又は現場職員と打合せを行った際は、１週間以内に会議録を作成し、委

託者の求めに応じて、書面により業務報告（様式任意）を行うこと。 

（６）受託者は、成果物の提出以外に、本契約期間終了時までの期間について、委託者の求めに

応じて、書面により業務報告（様式任意）を行うこと。 

（７）本業務の履行に当たっては、関連する法規等を遵守すること。 

 

８ 提供資料 

別紙２「提供資料一覧」 

 

９ 成果品 

（１）受託者は、以下のとおり成果品を作成し、契約期間内に委託者に納品すること 

成果物名 内容 規格・形式 数量 納品方法 

報告書 
現況評価及び将来予

測 

Ａ４及び 

電子データ 

２部及び 

電子データ一式 

紙媒体及び 

電子媒体（光ディスク） 

提案書 
ブロック区分見直し

の提案 
同上 同上 同上 

計 画 現行計画の見直し 同上 同上 同上 

バックデータ 
調査結果や 

算出根拠資料、地図 
電子データ １式 電子媒体（光ディスク） 

 

（２）納品先 

札幌市中央区北３条西６丁目 北海道庁本庁舎 12階 

北海道環境生活部環境保全局循環型社会推進課一般廃棄物係 



10 著作権等の扱い 

（１）成果物に関する著作権、著作隣接権、商標権、商品化権、意匠権及び所有権（以下「著作権

等」という。）は、委託者が保有するものとする。 

（２）受託者は、自ら制作・作成した著作物に対し、いかなる場合も著作者人格権を行使しない

ものとする。 

（３）成果物に含まれる受託者又は第三者が権利を有する著作物等（以下「既存著作物」という。）

の著作権等は、個々の著作者等に帰属するものとする。 

（４）納入される成果物に既存著作物等が含まれる場合には、受託者が当該既存著作物の使用に

必要な費用の負担及び使用許諾契約等に係る一切の手続きを行うものとする。 

 

11 その他 

（１）この要領に定めがない事項については、必要に応じ、委託者と受託者が協議の上定める。 

（２）受託者は、本要領に疑義が生じたとき、本要領により難い事由が生じたとき、あるいは本

要領に記載のない細部については、業務担当員と協議し、その指示に従うこと。 

（３）成果物納入後に受託者側の責めによる不備が発見された場合には、受託者は無償で速やか

に必要な措置を講ずること。 

（４）本業務を円滑に遂行するため、委託者は受託者に対して、業務の進捗状況について随時報

告を求めることができるものとする。 

（５）個人情報の保護については、北海道個人情報保護条例に規定する内容を遵守すること。 

 

12 連絡先 

北海道環境生活部環境保全局循環型社会推進課一般廃棄物係 

〒060-8588 札幌市中央区北 3条西 6丁目道庁本庁舎 12階 

  



別紙２「提供資料一覧」 

№ 資料名 内容 備考 

1 北海道ごみ処理広域化・処

理施設集約化計画 

バックデータ（調査、算出根拠、地図等）

含む 

 

2 第 6 次北海道廃棄物処理計

画 

一般廃棄物関連のバックデータ（調査、

算出根拠、地図等）含む 

 

3 一般廃棄物処理事業実態調

査 

一般廃棄物関連のバックデータ  

4 一般廃棄物処理施設許可施

設一覧 

一般廃棄物処理施設のバックデータ  

5 ごみ処理広域化・処理施設

集約化進捗状況等調査結果 

一般廃棄物関連のバックデータ  

6 Ｒ８ ごみ処理広域化・集

約化アンケート調査結果 

一般廃棄物関連のバックデータ  

 


